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1. 添付書類に係る補足説明資料 

「火災防護設備」に係る添付書類(共通書類は除く)の記載内容を補足するための説明

資料リストを以下に示す。 

工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成す

るための系統 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 2 添付資料 2 を参照】 

1-2 火災区域の配置を明示した図面 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 3 添付資料 2 を参照】 

1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の

変更申請対象項目の抽出について 

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及

び機器運転時の温度について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 参考資料 1 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち参考資料 1 を参照】 

2-2 保温材の使用状況について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 4 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 4 を参照】 

2-3 建屋内装材の不燃性について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 5 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 5 を参照】 

2



2 

工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

2-4 難燃ケーブルの使用について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 2 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 2 を参照】 

2-5 屋外の重大事故等対処施設の竜巻による

火災の発生防止対策について 

2-6 水素の蓄積防止対策について 

3-1 ガス消火設備について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 2 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 2 を参照】 

3-2 二酸化炭素自動消火設備(全域)について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 6 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 7 を参照】 

3-3 消火用の照明器具の配置図 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 7 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 6 を参照】 

3-4 常設代替高圧電源装置を設置する火災区

域の消火設備について 

3-5 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポン

プ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼ

ル駆動構内消火ポンプの構造図 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

3-6 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポン

プ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼ

ル駆動構内消火ポンプのＱＨカーブ 

3-7 ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼ

ル駆動構内消火ポンプの内燃機関の発電用火

力設備に関する技術基準を定める省令への適

合性について 

3-8 消火栓及びガス系消火設備の必要容量に

ついて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 8 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 8 を参照】 

3-9 可燃物管理により火災荷重を低く管理す

ることで，煙の発生を抑える火災区域又は火

災区画についての管理基準 

3-10 新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

【設置許可資料 8 条 火災による損傷の防止

のうち別添 1 資料 1 添付資料 9 を参照】 

3-11 火災感知設備の配置について 

【設置許可資料 8 条 火災による損傷の防止

のうち別添 1 資料 5 添付資料 4 を参照】 

3-12 重大事故等対処施設及び設計基準対処

設備の消火設備の位置的分散に応じた独立性

を備えた設計について 

4-1 火災の影響軽減のための系統分離対策に

ついて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 1 を参照】 

4-2 ケーブルトレイに適用する 1 時間耐火隔

壁の火災耐久試験の条件について 

4-3 中央制御室制御盤内の分離について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 3 を参照】 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

4-4 中央制御室の火災の影響軽減対策につい

て 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 本文を参照】 

4-5 火災区域(区画) 特性表について 

4-6 火災を起因とした「運転時の異常な過渡

変化」及び「設計基準事故」発生時の単一故

障を考慮した原子炉停止について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 10 添付資料 8 を参照】 

4-7 中央制御室制御盤の火災を想定した場合

の対応について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 5 を参照】 

4-8 原子炉格納容器内火災時の想定事象と対

応について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 8 別紙 3 を参照】 

4-9 影響軽減対策における火災耐久試験結果

の詳細について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 2 を参照】 

5-1 防火シートの基本性能について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-2 を参照】 

5-2 防火シート及び結束ベルトの標準施工方

法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-5 を参照】 

5-3 ファイアストッパの施工方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-6 を参照】 

5-4 耐火シールの性能について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-7 を参照】 

5-5 発電所で使用する非難燃ケーブルの種類 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-1 を参照】 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-6 発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-2 を参照】 

5-7 ケーブルの燃焼メカニズム 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-3 を参照】 

5-8 ケーブルの使用期間による経年変化 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-4 を参照】 

5-9 発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出

結果のまとめ 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-5 を参照】 

5-10 試験対象ケーブルの詳細 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-6 を参照】 

5-11 ケーブル種類毎の性能確認方法と確認

結果 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-8 を参照】 

5-12 供試体の仕様と試験条件設定の考え方 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-7 を参照】 

5-13 実機火災荷重を考慮した防火シートの

限界性能試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-1 を参照】 

5-14 防火シート重ね部の遮炎性試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-2 を参照】 

5-15 耐延焼性実証試験条件 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-4 を参照】 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-16 損傷長の判定方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-5 を参照】 

5-17 複合体の構成品の組合せによる耐延焼

性の確認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-7 を参照】 

5-18 加熱熱量の違いによる性能比較評価の

確認方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3 参考資料 1 を参

照】 

5-19 バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレ

イ燃焼試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3 参考資料 2 を参

照】 

5-20 過電流によるケーブルの燃焼プロセス 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-1 を参照】 

5-21 複合体内部ケーブルの自己消火性の実

証試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-2 を参照】 

5-22 トレイの設置方向による延焼性の確認

結果 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-5 を参照】 

5-23 延焼の可能性のあるトレイ設置方向へ

の対応の実証試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-6 を参照】 

5-24 過電流模擬試験による防火シート健全

性評価 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-7 を参照】 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-25 複合体が不完全な場合の難燃性能の確

認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 5-1 を参照】 

5-26 複合体による影響の確認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 6-1 及び 6-2 を参

照】 

5-27 複合体の性能確保の考え方 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-2，4-7，6-1 及

び 6-2 を参照】 

5-28 非難燃ケーブル対応に関する設置許可

から維持管理に至る各段階での実施内容につ

いて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料を参照】 

5-29 非難燃ケーブルへの防火措置に関する

工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽

出について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料を参照】 

5-30 難燃ケーブルへの引き替え対象につい

て 

6-1 火災防護に関する説明書に記載する火災

防護計画に定め管理する事項について 

2. 別紙 

(1) 工認添付資料と設置許可まとめ資料との関係【火災防護設備】
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7
 

別
紙
 

工認添付資料と設置許可まとめ資料との関係【火災防護設備】 

工認添付資料 設置許可まとめ資料 引用内容 

Ⅴ-1-1-7 
発電用原子炉施設の火災防護に関

する説明書 

DB 第 8 条 火災による損傷の防止 
資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-1 
重大事故等対処施設における火災防護に係る基準規

則等への適合性について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-2 
火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設の

分類について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-3 
火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設に

係る火災区域又は火災区画の設定について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-4 
重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災

区画の火災感知設備について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-5 
重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災

区画の消火設備について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-6 
重大事故等対処施設が設置される火災区域・火災区

画の火災防護対策について 

資料そのものを 

概ね引用 
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Ⅴ-1-1-7 に係る補足説明資料 
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補-i 

補足説明資料目次 

1. 基本事項に係るもの 

1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

1-2 火災区域の配置を明示した図面 

1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽出について 

2. 火災の発生防止に係るもの 

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度について 

2-2 保温材の使用状況について 

2-3 建屋内装材の不燃性について 

2-4 難燃ケーブルの使用について 

2-5 屋外の重大事故等対処施設の竜巻による火災の発生防止対策について 

2-6 水素の蓄積防止対策について 

3. 火災の感知及び消火に係るもの 

3-1 ガス消火設備について 

3-2 二酸化炭素自動消火設備(全域)について 

3-3 消火用の照明器具の配置図 

3-4 常設代替高圧電源装置を設置する火災区域の消火設備について 

3-5 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びディ

ーゼル駆動構内消火ポンプ 

3-6 電動機駆動消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びディ

ーゼル駆動構内消火ポンプのＱＨカーブ 

3-7 ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポンプの内燃機関の発電

用火力設備に関する技術基準を定める省令への適合性について 

3-8 消火栓及びガス系消火設備の必要容量について 

3-9 可燃物管理により火災荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える火災区域又

は火災区画についての管理基準 

3-10 新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

3-11 火災感知設備の配置について 

3-12 重大事故等対処施設及び設計基準対処設備の消火設備の位置的分散に応じた独

立性を備えた設計について  

11



補-ii 

4. 火災の影響軽減に係るもの 

4-1 火災の影響軽減のための系統分離対策について 

4-2 ケーブルトレイに適用する 1 時間耐火隔壁の火災耐久試験の条件について 

4-3 中央制御室制御盤内の分離について 

4-4 中央制御室の火災の影響軽減対策について 

4-5 火災区域(区画)特性表について 

4-6 火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」発生時の単

一故障を考慮した原子炉停止について 

4-7 中央制御室制御盤の火災を想定した場合の対応について 

4-8 原子炉格納容器内火災時の想定事象と対応について 

4-9 影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細について 

5. 非難燃ケーブル対応に係るもの 

5-1 防火シートの基本性能について 

5-2 防火シート及び結束ベルトの標準施工方法 

5-3 ファイアストッパの施工方法 

5-4 耐火シールの性能について 

5-5 発電所で使用する非難燃ケーブルの種類 

5-6 発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細 

5-7 ケーブルの燃焼メカニズム 

5-8 ケーブルの使用期間による経年変化 

5-9 発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出結果のまとめ 

5-10 試験対象ケーブルの詳細 

5-11 ケーブル種類毎の性能確認方法と確認結果 

5-12 供試体の仕様と試験条件設定の考え方 

5-13 実機火災荷重を考慮した防火シートの限界性能試験 

5-14 防火シート重ね部の遮炎性試験 

5-15 耐延焼性実証試験条件 

5-16 損傷長の判定方法 

5-17 複合体の構成品の組合せによる耐延焼性の確認 

5-18 加熱熱量の違いによる性能比較評価の確認方法 

5-19 バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験 

5-20 過電流によるケーブルの燃焼プロセス 

5-21 複合体内部ケーブルの自己消火性の実証試験 

5-22 トレイの設置方向による延焼性の確認結果 
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5-23 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験 

5-24 過電流模擬試験による防火シート健全性評価 

5-25 複合体が不完全な場合の難燃性能の確認 

5-26 複合体による影響の確認 

5-27 複合体の性能確保の考え方 

5-28 非難燃ケーブル対応に関する設置許可から維持管理に至る各段階での実施内容

について 

5-29 非難燃ケーブルへの防火措置に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目

の抽出について 

5-30 難燃ケーブルへの引き替え対象について 

6. 火災防護計画に係るもの 

6-1 火災防護に関する説明書に記載する火災防護計画に定め管理する事項について 

13



補足説明資料 2－4 

難燃ケーブルの使用について
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補-2-4-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護上重要な機器及び重大事故等対処施設に使用するケー

ブルが，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 4.2(1)d.項に示す方法

で，難燃ケーブル又は防火措置(防火シート等による措置)を講じることによ

り，難燃ケーブルと同等以上の性能を有するケーブルであることを確認した

結果を示すために，添付資料として添付するものである。 

2. 内容 

火災防護上重要な機器及び重大事故等対処施設に使用するケーブルが，火

災により着火し難く，著しい燃焼をせず，また，加熱源を除去した場合はそ

の 燃 焼 部 が 広 が ら な い 性 質 を 有 し て い る こ と を ， 自 己 消 火 性 を 確 認 す る

UL1581(Fourth Edition)1080.VW-1 垂直燃焼試験並びに延焼性を確認する

IEEE Std 383-1974 垂直トレイ燃焼試験又は IEEE Std 1202－ 1991 垂直トレ

イ燃焼試験による実証試験にて確認した結果を，次頁以降に示す。 

なお，防火措置を施した非難燃ケーブルにおける難燃性能の確認について

は，「補足説明資料 5. 非難燃ケーブル対応に係るもの」参照。 
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第 1 表 自己消火性の実証試験結果(UL 垂直燃焼試験) 

区分 №  絶縁体 シース 

UL 垂直燃焼試験 

試験日 

最大

残炎

時間

(秒 ) 

表示

旗の

損傷

(％ ) 

綿の  

損傷 
合否 

高圧 

ケーブ

ル 

1 
架橋  

ポリエチレン  
難燃ビニル  1 0 無  合格 2013.8.30 

2 
架橋  

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
0 0 無  合格 2013.6.26 

低圧  

ケーブ

ル 

3 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2017.3.9 

4 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

5 シリコンゴム  ガラス編組 0 0 無  合格 2013.8.30 

制御  

ケーブ

ル 

6 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2013.7.18 

7 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  
1 0 無  合格 2013.8.30 

8 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

9 シリコンゴム  ガラス編組 0 0 無  合格 2013.8.30 

10 ETFE※ 1 難燃特殊 

耐熱ビニル  
3 0 無  合格 2014.5.23 

計装  

ケーブ

ル 

11 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

12 ETFE※ 1 難燃クロロ  

プレンゴム  
1 0 無  合格 2014.6.26 

13 
耐放射線性架橋 

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  
1 0 無  合格 2013.7.18 

14 
耐放射線性架橋 

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
2 0 無  合格 2013.9.20 

15 

静電遮蔽付  

架橋ポリエチレ

ン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2017.3.9 

16 

耐放射線性架橋 

発泡ポリエチレ

ン 

ノンハロゲン難

燃架橋ポリエチ

レン 

0 0 無  合格 2013.7.18 

17 
架橋  

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  
4 0 無  合格 2013.6.20 

18 
架橋  

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
0 0 無  合格 2013.6.26 

光ファ

イバケ

ーブル 

19 FRP※ 2 難燃ビニル 0 0 無  合格 2014.5.23 

20 難燃 FRP※ 2 難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2014.1.20 

※ 1 四フッ化エチレン・エチレン共重合樹脂 

※ 2 光ファイバケーブルには絶縁体がないため，中央支持材を記載
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第 2 表 延焼性の実証試験結果(IEEE 383 Std 1974 垂直トレイ燃焼試験) 

区分 №  絶縁体 シース  

耐延焼性試験  

試験日 
シース 

損傷距離 

(mm) 

(参考 ) 

残炎時間 

(秒 ) 

合否  

高圧 

ケーブ

ル 

1 
架橋  

ポリエチレン  
難燃ビニル  1,150 465 合格  1999.9.23 

2 
架橋  

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
650 265 合格  1979.2.20 

低圧  

ケーブ

ル 

3 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
960 0 合格  2010.6.1 

4 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 合格  1979.3.16 

5 シリコンゴム  ガラス編組 300 0 合格  1982.4.22 

制御  

ケーブ

ル 

6 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1,120 0 合格  1984.9.19 

7 
難燃架橋 

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  
810 0 合格  1982.5.24 

8 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 合格  1979.3.16 

9 シリコンゴム  ガラス編組 300 0 合格  1982.4.22 

10 ETFE※ 2 難燃特殊 

耐熱ビニル  
330 0 合格  1982.4.28 

計装  

ケーブ

ル ※ 1

11 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 合格  1979.3.16 

12 ETFE※ 2 難燃クロロ  

プレンゴム  
440 0 合格  1982.5.12 

13 
耐放射線性架橋  

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  

1,800mm 

以上  
―  ―  2013.9.20 

14 
耐放射線性架橋  

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  

1,800mm 

以上  
―  ―  2013.9.20 

15 

静電遮蔽付  

架橋ポリエチレ

ン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
850 0 合格  1979.3.15 

16 

耐放射線性架橋  

発泡ポリエチレ

ン 

ノンハロゲン難

燃架橋ポリエチ

レン 

1,300 120 合格  2013.9.20 

17 
架橋  

ポリエチレン  

難燃架橋 

ポリエチレン  
1,070 0 合格  2014.7.9 

18 
架橋  

ポリエチレン  

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1,730 0 合格  2014.7.15 

※ 1 計装ケーブルのうち同軸ケーブル (No.13～ 18)は，扱う信号(微弱パルス，または微

弱電流)の特性上，ノイズ等の軽減を目的とした不燃性(金属)の電線管に敷設してい

る。これらのうち，IEEE383 std 1974 垂直トレイ燃焼試験に合格していないケーブ

ルについては，電線管の両端を耐火性のコーキング材で埋めることで，延焼防止を

図る。 

※ 2 四フッ化エチレン・エチレン共重合樹脂 
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第 3 表 延焼性の実証試験結果(IEEE 1202 Std 1991 垂直トレイ燃焼試験) 

区分 №  絶縁体 シース 

耐延焼性試験  

試験日 
シース 

損傷距離 

(mm) 

(参考 ) 

残炎時間 

(秒 ) 

高圧  

ケーブ

ル 

19 FRP※ 1 難燃ビニル 1,130 0 2011.1.18 

20 難燃 FRP※ 1 難燃特殊 

耐熱ビニル 
1,130 0 2011.2.11 

※ 1 光ファイバケーブルには絶縁体がないため，中央支持材を記載 

18



補-2-4-5 

別紙 1 

東海第二発電所における一部の同軸ケーブルの延焼防止性について 

1. はじめに 

核計装ケーブルや放射線モニタ用ケーブルは，微弱電流，微弱パルスを扱

うために，耐ノイズ性を確保することを目的に不燃性の金属の電線管に敷設

するとともに，絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを有する同軸ケーブ

ルを使用している。このうち，原子炉格納容器内における核計装ケーブルは

自己消火性を確認する UL 垂直燃焼試験及び耐延焼性を確認する IEEE383 垂

直トレイ燃焼試験の要求事項を満足した難燃ケーブルを使用している。一方

で，一部の放射線モニタ用ケーブルは自己消火性を確認する UL 垂直燃焼試

験は満足するが，耐延焼性を確認する IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基

準を満足しない。 

したがって，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験を満足しない同軸ケーブルは，

他のケーブルからの火災による延焼や，他のケーブルへの延焼が発生しない

よう，電線管の両端部を耐火性のコーキング材(SF エコシール)を充填する

ことで，酸素不足による燃焼の継続を防止する。(第 1 図) 

コーキング材(SF エコシール)の火災防護上の有効性を以下に示す。 

2. 電線管敷設による火災発生防止対策 

2.1 酸素不足による燃焼継続の防止 

核計装ケーブルや放射線モニタ用ケーブルは，耐ノイズ性を確保するた

め，ケーブルを電線管内に敷設している。電線管内に敷設することによ

り，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足しないケーブルが電線

管内で火災になったとしても，電線管の両端を耐火性のコーキング材で密

閉することにより，外気からの酸素の供給を遮断し，電線管内の酸素のみ

では燃焼が維持できず，ケーブルの延焼は継続できない。 

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足していないケーブル 1m あ

たりを完全燃焼させるために必要な空気量は約 0.13m3 であり，この 0.13m3

が存在する電線管長さが約 14m であることを考慮すると，最大長さが 50m

である電線管は，約 3.6m だけ燃焼した後は酸素不足となり，延焼継続は

起こらないと判断される。 

プルボックス内の火災についても，プルボックスの材料が鋼製であり，

さらに，プルボックス内の電線管に耐火性のコーキング材(SF エコシール)
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を電線管に充填する設計とすることで延焼を防止する。したがって，ケー

ブルの延焼はプルボックス内から広がらないと判断する。  
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第 1 図 プルボックス内の延焼防止対策の例 

2.2 コーキング材(SF エコシール)について 

コーキング材(SF エコシール)は，火災区域を貫通する電線管のシール材

として火災耐久試験を実施し，3 時間耐火性能が確認されたものである。 

コーキング材(SF エコシール)は，常温では硬化しにくく，長時間にわた

って適切な柔軟性を維持し，以下の特性を有する。 

(1) 主成分 

有機質バインダー，難燃材，有機繊維 他 

(2) シール性 

コーキング材(SF エコシール)は，常温で硬化しにくく，長時間にわた

り適切な柔軟性を有する性質であり，難燃性及び耐熱性に優れたノンハ

ロゲン非硬化型非発泡性防災パテ材である。耐熱試験では高温 180℃の

影響評価を実施し，シール材の基本性能に影響がないことを確認してお

り，さらに，電路貫通部の火災耐久試験にて，3 時間耐火性能を有する

ことを確認しているものである。したがって，このコーキング材を第 2

図に示すとおり隙間なく施工する設計であるため，シール性を有してい

ると考える。 

電線管内で火災が発生した場合には，電線管内の温度が上昇するた

め，電線管内の圧力が電線管の外よりも高くなり，電線管の外から燃焼

が継続できる酸素の供給はないと考えられる。 
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第 2 図 コーキング材(SF エコシール)の施工方法例 

(3) 保全 

コーキング材(SF エコシール)の保全については，コーキング材の耐久

性が製品メーカにおける熱加速試験に基づき，常温 40℃の環境下で約

28 年以上の耐久性を確認していること(別紙 1)，コーキング材(SF エコ

シール)の特性を踏まえ，設備の点検計画を定めている保全計画に定め

る。 
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別紙 2 

コーキング材(SF エコシール)の耐久性について 

1. はじめに 

コーキング材(SF エコシール)は，以下第 1 表に示す試験を実施し，耐久

性があることを確認している。 

第 1 表 コーキング材(SF エコシール)の耐久性に係る試験 

№ 試験項目 判定基準 試験概要 

1 加熱減量 加熱減量が 0.6%以下のこと 

JIS A 5752 により，温度

105～110℃の恒温器で 3 時

間加熱後，室温になるまで

冷却し，質量比を求める 

2 耐水性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

水道水中に 30 日間浸漬させ

る 

3 耐塩水性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

3％食塩水中に 30 日間浸漬

させる 

4 耐油性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

電気絶縁油中に 30 日間浸漬

させる 

5 耐薬品性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

薬品水溶液中に常温で 7 日

間浸漬させる 

6 気密性 気密漏洩がないこと 

内外差圧 6,300Pa の容器内

に N2 を充填し，24 時間後

の漏えい量を測定する 

7 耐火性 

① 非加熱側へ 10 秒を超え

て継続する火炎の噴出

がないこと 

② 非加熱面で 10 秒を超え

て継続する発炎がない

こと 

③ 火炎が通る亀裂等の損

傷及び隙間が生じない

こと 

コンクリートを貫通させた

ケーブルトレイ貫通部及び

電線管両端にシール材を充

填し，ISO834-1 の加熱曲線

を用いて 3 時間加熱する 

8 耐熱性 

シール材内部の針入度がメ

ーカカタログ値の半減値を

超えること 

JIS A 5752 により，温度

180℃の恒温器で 3 時間加熱

後，常温及び加熱後の針入

度を求める 

9 耐放射線性 

① シール材内部の針入度

がメーカカタログ値の

半減値を超えること 

② 酸素指数がメーカカタ

ログ値と同等であるこ

と 

放射線量 700kGy で照射し，

さらに温度 180℃の恒温器

で 3 時間加熱後，常温，放

射線照射後及び加熱後の針

入度を求める。併せて JIS 

K 6269 に準拠し，酸素指数

を測定する 
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補足説明資料 2－6 

水素の蓄積防止対策について
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補-2-6-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 4.1(5)項に示す放射線分解により発

生する水素の蓄積防止対策が，経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡

原子力発電所 1 号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止対策について

(平成 14 年 5 月)」及び社団法人火力原子力発電技術協会「BWR 配管におけ

る混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成 17 年 10

月）」に基づき対策を実施しており，火災防護特有であるため，補足資料と

して添付するものである。 

2. 内容 

経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡原子力発電所 1 号機の余熱除

去系配管破断に関する再発防止対策について(平成 14 年 5 月)」を受けた対

策後の報告について，次頁以降に示す。 
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補-2-6-2 

3. 水素の蓄積防止対策について 

放射性分解により発生する水素に対する火災区域における蓄積防止対策と

しては，経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡原子力発電所 1 号機の

余熱除去系配管破断に関する再発防止対策について(平成 14 年 5 月)」を受

け，水素の蓄積のおそれがある箇所に対して対策を実施している。（別紙 1） 

また，社団法人火力原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水

素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成 17 年 10 月）」の制定以降に

ついては，ガイドラインのフロー基づき蓄積防止対策箇所を選定し実施して

いる。 

対応措置の概要を第 1-1 表及び第 1-1 図～第 1-3 図に示す。 

指示文書を受け，残留熱除去系蒸気凝縮系配管に対応措置を講じている。

また，ガイドラインに基づくと，計装系配管は配管内容積が小さく，燃焼し

ても発生するエネルギが小さいこと，計器が故障しても多重性を有している

ことなどから評価不要であるが，自主的に対応措置を講じている。 

ガイドラインでは評価対象となる配管について，第 1-4 図に示すフローに

基づき評価し，混合ガスが不燃限界濃度を超えて蓄積することによる影響が

あると評価された場合，対応措置を講じる。ガイドラインの評価対象範囲及

びフローに基づく抽出結果を第 1-2 表に示す。なお，原子炉圧力容器頂部ス

プレイ配管については，フローの評価により対応不要となるが，自主的に対

応措置を講じている。

26
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第 1-1 表  放射線分解による水素蓄積防止対策の実施状況 

対策箇所 対策内容 対策実施根拠 実施状況 

① 残 留 熱 除 去

系 蒸 気 凝 縮

系配管 

・配管撤去及び取替 

（第 19 回定検時：平

成 14 年 9 月 13 日工

事計画届出（

）） 

経済産業省指示文書 

「 中 部 電 力 株 式 会 社 浜 岡 原 子

力発電所第 1 号機の余熱除去系

配 管 破 断 に 関 す る 再 発 防 止 対

策について」(平成 14 年 5 月)

により対策実施済み 

実施済 

(別紙 2) 

② 原 子 炉 水 位

計 等 計 装 配

管

・配管修繕 

（第 20 回定検時：平

成 16 年 1 月 9 日工事

計画届出（

）

上記指示文書に基づくと，計装

配管は評価不要であるが，自主

的に対策を実施※
実施済 

(別紙 3)

③原子炉圧力

容器頂部ス

プレイ配管 

・ベント配管を設置 

（第 23 回定検時：平

成 20 年（工事計画対

象外）） 

(社)火力原子力発電技術協会 

「 BWR 配 管 に お け る 混 合 ガ ス

(水素・酸素)蓄積防止に関する

ガイドライン」(平成 17 年 10

月 )に基づくと，高温状態を維

持 す る こ と に よ り 水 蒸 気 が 凝

縮しないと考えられるため，ス

テ ッ プ ２ に て 対 応 不 要 と な る

が，自主的に対策を実施 

実施済 

(別紙 4) 

※経済産業省指示文書で対象としている蒸気凝縮系の配管は，ガイドラインに

て，より明確に記載されている対象系統の配管に包絡される 
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第 1-1 図  残留熱除去系蒸気凝縮系配管撤去の概要 

対策箇所 修繕前 修繕後 

原子炉圧力容器 

ノ ズ ル ラ イ ン 修

繕 

原子炉水位計用 

ライン修繕 

第 1-2 図  原子炉水位計等計装配管修繕の概要 

：配管撤去範囲

主 蒸 気 配 管

計 器 へ

凝 縮 槽 基 準 水 面
レ ベ ル

主 蒸 気 配 管

計 器 へ

基 準 水 面
レ ベ ル

原 子 炉

圧 力 容 器

計 器 へ

凝 縮 槽 基 準 水 面
レ ベ ル

交 換

2 B

原 子 炉

圧 力 容 器

計 器 へ

凝 縮 槽 基 準 水 面
レ ベ ル

3 / 4B

※ 原 子 炉 圧 力 容 器 と 凝 縮 槽 間 の 距 離 が 短 い た め ， 配

管 径 拡 大 及 び 構 造 変 更 に よ り ， 配 管 内 で 気 体 が 循

環 し や す く な り ， 凝 縮 槽 で の 水 素 蓄 積 を 防 止 す る
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補-2-6-5 

第 1-3 図  原子炉圧力容器頂部スプレイ配管追設の概要 

：ベント配管設置範囲
M O  

A
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補-2-6-6 

第 1-4 図  水素対策の対象選定フロー 

（BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)蓄積防止 

に関するガイドラインを参照） 

対応措置 対応不要

原子炉内で

水の放射線分解によって

生成される水素と

酸素が滞留する

水蒸気が凝縮され，

水素と酸素濃度が

上昇 (蓄積 )する箇所か

詳細評価

蓄積・構造強度等について

詳細評価を実施して健全性

が確保されるか

ステップ１

ステップ２

ステップ３

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

・経済産業省指示文書にて対応済みであるため，

対応不要

①残留熱除去系蒸気凝縮系配管

・対応不要となった評価対象のうち，以下につい

ては自主的に対策を実施

②原子炉水位計等計装系配管

③原子炉圧力容器頂部スプレイ配管（RCIC)

ＳＴＡＲＴ 計装系配管は配管内容積が小さく，燃焼して

も発生するエネルギが小さいこと，計器が故

障しても多重性を有していることなどから

評価不要 
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補-2-6-7 

第 1-2 表  ガイドラインの評価対象範囲及びフロー抽出結果 

評価対象範囲 
評価 

結果 
対応不要理由 

原子炉圧力容器 

（RPV） 

対応 

不要 

・ガイドラインは主蒸気を内包する配管から分

岐した配管を評価対象としており，当該範囲

は容器からの配管であることから，対応不要 

主蒸気系（MS） 

自動減圧系（ADS）  

（主蒸気安全弁） 

対応 

不要 

ステップ１ 

・下向き又は水平配管 

・水封されることにより混合ガスが蓄積しない 

・サーベランスにより混合ガスが蓄積しない 

ステップ２ 

・高温維持により水蒸気が凝縮しない 

・換気流れにより混合ガスが蓄積しない 

原子炉隔離時 

冷却系（RCIC）※

対応 

不要 

ステップ１ 

・下向き又は水平配管 

・サーベランスにより混合ガスが蓄積しない 

ステップ２ 

・高温維持により水蒸気が凝縮しない 

残留熱除去系 

（RHR） 

（蒸気凝縮モード）

対応 

不要 

ステップ１ 

・水平配管 

・RCIC 系との系統隔離により混合ガスは供給

されない 

抽気系（ES） 
対応 

不要 

ステップ１ 

・下向き又は水平配管 

ステップ２ 

・換気流れにより混合ガスが蓄積しない 

ステップ３ 

・詳細評価により健全性が確保可能 

主タービン 
対応 

不要 

ステップ１ 

・下向き又は水平配管 

ステップ３ 

・詳細評価により健全性が確保可能 

タービン補助 

蒸気系（AS） 

対応 

不要 

ステップ１ 

・下向き又は水平配管 

ステップ２ 

・換気流れにより混合ガスが蓄積しない 

ステップ３ 

・詳細評価により健全性が確保可能 

タービングランド 

蒸気系（TGS） 

対応 

不要 

ステップ２ 

・換気流れにより混合ガスが蓄積しない 

※高圧注入系（HPCI）を含む  
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補-2-6-8 

BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（抜粋） 

２．ガイドラインの適用範囲 

２．２ 評価対象とする範囲 

    BWR 原子力発電設備の配管のうち，枝管を対象とする。 

    また，計装配管については，配管内容積が小さく，破断する可能性

が低いこと，また仮に水素燃焼により破断した場合においても元弁で

破断部を隔離できることから評価不要とする。 
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火災区域(区画)特性表について 
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1. 目的 

本資料は，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 7.2 項に示す火災区域(区画)

特性表について，補足資料として添付するものである。 

2. 内容 

東海第二発電所の火災区域(区画)特性表を次頁以降の表に示す。 

また，東海第二発電所の各火災区域及び各火災区画の配置図については，補足説明資

料 1－2 に示す。 
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補足説明資料 5－1 

防火シートの基本性能について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 1.4 項に示す防火シートの性

能を確認した試験結果の詳細を示すために，補足資料として添付するもので

ある。 

2. 内容

防火シートの性能を確認した試験結果の詳細を次頁以降に示す。
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防火シートの性能について

防火シートには，建築基準法で定められた不燃材であること，防火設備に

求められる遮炎性及び使用環境に対応した耐久性を有するシートを採用する。

また，火災防護に関する説明書別添 1 1.3 項にて定める設計により，加振

試験を実施してもケーブルは露出しない被覆性を有している。 

これらの性能を確認した試験結果を以下に示す。

1. 発熱性

1.1 目的

防火シートにより火炎を抑制し，かつ複合体内部ケーブルの燃焼を助長

させないため，防火シートが不燃材料としての性能を有していることを確

認する。 

1.2 供試体

防火シート

1.3 試験方法，判定基準

建築基準法に基づき指定性能評価機関が定めた試験である発熱性試験

（一般財団法人 日本建築総合試験所，防耐火性能試験・評価業務方法書

8A-103-01）を実施する。試験の概要を第 1 表に示す。 
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第 1 表 発熱性試験の概要

試験装置概要

試験内容

・輻射電気ヒーターから供試体の表面に 50kW/m２の輻射熱

を 20 分間照射する。

・供試体表面に輻射熱を照射すると同時に点火プラグにて

電気スパークを作動させる。

試験回数 ３回

判定基準

・加熱開始後 20 分間の総発熱量が 8MJ/m２ 以下であるこ

と。

・加熱開始後 20 分間，防火上有害な裏面まで貫通するき裂

及び穴がないこと。

・加熱開始後 20 分間，最高発熱速度が，10 秒以上継続して

200kW/m２を超えないこと。

211211



補-5-1-4

1.4 試験結果

防火シートが不燃材料としての性能を有していることを確認した。試験

結果を第 2 表にまとめる。また，試験結果の詳細を第 3 表に示す。 

第 2 表 発熱性試験結果

No 
総発熱量

（MJ/m２）

防火上有害

となる変形

最高

発熱速度

（kW/m２）

200kW/m２超過

継続時間(s) 

判定

結果

1 1.99 無 92.95 0 良

2 1.81 無 83.63 0 良

3 1.70 無 88.18 0 良
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（1/3）

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm

No 試験前 試験後
判定

結果

1 良

総発熱量(MJ/m２ ) 1.99 

防火上有害となる変形 無

最高発熱速度(kW/m２ ) 92.95 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

規格

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec 

サンプル距離：25±1mm
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（2/3）

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm

No 試験前 試験後
判定

結果

2 良

総発熱量(MJ/m２ ) 1.81 

防火上有害となる変形 無

最高発熱速度(kW/m２ ) 83.63 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

規格

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec 

サンプル距離：25±1mm
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（3/3）

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm

No 試験前 試験後
判定

結果

3 良

総発熱量(MJ/m２ ) 1.70 

防火上有害となる変形 無

最高発熱速度(kW/m２ ) 88.18 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

規格

輻射量：50.0kW/m２

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec 

サンプル距離：25±1mm
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2. 遮炎性能試験

2.1 目的

防火シートにより火炎を抑制するため，防火シートが外部からの火炎を

遮る性能を有していることを確認する。 

2.2 供試体

防火シート

2.3 試験方法，判定基準

建築基準法に基づき指定性能評価機関が定めた遮炎・準遮炎性能試験（一

般財団法人 日本建築総合試験所，防耐火性能試験・評価業務方法書 8A-

103-01）を実施する。試験の概要を第 4 表に示す。 

第 4 表 遮炎性能試験の概要

試験装置概要

試験内容
・加熱炉に供試体を設置する。

・ISO834 加熱曲線となるように 20 分間加熱する。

試験回数 ２回

判定基準

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと。

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと。

・非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこ

と。

【 ISO834 加熱曲線】
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2.4 試験結果

防火シートが火炎を遮る性能を有していることを確認した。試験結果を

第 5 表にまとめる。また，試験結果の詳細を第 6 表に示す。 

第 5 表 遮炎性能試験結果

No 

火炎が通る 

き裂等の損傷

及び隙間 

非加熱面で 

10 秒を超えて

継続する発炎 

非加熱側へ 

10 秒を超えて連続

する火炎の噴出 

判定

結果

1 無 無 無 良

2 無 無 無 良
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第 6 表 遮炎性能試験結果詳細(1/2) 

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後

1 良

加熱時間

5 10 15 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無

非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無
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第 6 表 遮炎性能試験結果詳細(2/2) 

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後

2 良

加熱時間

5 10 15 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無

非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無
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3. 耐久性試験

3.1 目的

複合体に対して火炎を抑制するために防火シートで火炎を遮ることか

ら，使用環境で想定される条件において防火シートの遮炎性能に影響がな

いことを防火シート外観の割れ，膨れ，変色のないことで確認する。 

3.2 供試体

防火シート

3.3 熱・放射線劣化試験

3.3.1 試験方法，判定基準

本試験は，電気学会技術報告(Ⅱ部)第 139 号「原子力発電所電線・

ケーブルの環境試験方法ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨

(案)」に準拠し，供試体に 40 年相当の熱及び放射線の劣化をさせ，

外観確認にて割れ，膨れ，変色がないことを確認する。また，劣化前

後の酸素指数※を比較し，劣化後の数値がシート初期値を上回ってい

ることを確認する。試験条件を第 7 表に示す。 

※酸素指数は値が大きくなるほど燃焼を続けるために多くの酸素を必

要とすることをあらわすもので，燃えにくさを示す。

【酸素指数測定試験】

酸素指数測定試験は JIS K 7201 を準拠し，試料を酸素と窒素の気体

中で燃焼させ，燃焼を続けるのに必要な酸素量と窒素量を決定し酸素指

数を算出する。 

第 7 表 熱・放射線劣化試験条件

供試体 想定年数

試験条件

熱劣化 放射線劣化

温度

（℃）
時間

放射線量※

（kGy）

防火シート 40 年 121 168 500 

結束ベルト 40 年 121 168 500 

※:放射線線量率は，10kGy/h 以下とする。
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3.3.2 試験結果

防火シートは高温環境及び放射線暴露環境下においても，外観の割

れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 8 表に示す。 

第 8 表 熱・放射線劣化試験結果

想定年数

試験結果

外観変化 

(割れ，膨れ，変色) 
酸素指数

シート ベルト シート ベルト

初期 ― ― 40.4 63 

40 年 無 無 70 以上 45 

判定結果 良 良 良 良

3.4 耐寒性試験

3.4.1 試験方法，判定基準

最寄の気象官署である水戸地方気象台（1897 年～2012 年）にて観

測された最低気温（-12.7℃）より保守的な条件を用いた「「JIS C 

3605 600V ポリエチレンケーブル」の耐寒の試験方法に準拠した試験

を実施し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを確認する。 

3.4.2 試験結果

防火シートは低温環境下においても，外観の割れ，膨れ，変色のな

いことを確認した。結果を第 9 表に示す。 

第 9 表 耐寒性試験結果

試験結果

防火シート 結束ベルト

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ―

劣化処理後 無 無

判定結果 良 良
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3.5 耐水性試験

3.5.1 試験方法，判定基準

消火設備による放水の最大持続時間（2h）より保守的な条件を用い

た「JIS K 5600-6-2 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質

－第２節：耐液体性（水浸せき法）」に準拠した試験を実施し，外観

に割れ，膨れ，変色のないことを確認する。 

3.5.2 試験結果

防火シートは水の付着を想定しても，外観の割れ，膨れ，変色のな

いことを確認した。試験結果を第 10 表に示す。 

第 10 表  耐水性試験結果

試験結果

防火シート 結束ベルト

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ―

劣化処理後 無 無

判定結果 良 良

3.6 耐薬品性試験

3.6.1 試験方法，判定基準

工事又は点検による塗料の付着を想定した条件を用いた「JIS K 

5600-6-1 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第１節：

耐液体性（一般的方法）」に準拠した試験を実施し，外観に割れ，膨

れ，変色のないことを確認する。 

＜浸漬条件＞

酸：5%塩酸水溶液 3 日間

アルカリ：5%苛性ソーダ水溶液 3 日間

3.6.2 試験結果

防火シートは工事又は点検による塗料の付着を想定しても，外観の

割れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 11 表に示

す。 
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第 11 表  耐薬品性試験結果

試験結果

防火シート 結束ベルト

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ―

劣化

処理後

酸 無 無

アルカリ 無 無

判定結果 良 良

3.7 耐油試験

3.7.1 試験方法，判定基準

工事又は点検による油の付着を想定した条件を用いた供試体を

「JIS C 2320 電気絶縁油」の 1 種 2 号絶縁油（温度 70℃）に 48 時

間浸漬した試験を実施し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを確認

する。 

3.7.2 試験結果

防火シートは工事又は点検による油の付着を想定しても，外観の割

れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 12 表に示す。 

第 12 表  耐油試験結果

試験結果

防火シート 結束ベルト

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ―

劣化処理後 無 無

判定結果 良 良
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3.8 耐塩水試験

3.8.1 試験方法，判定基準

海に面した立地のため，海風による塩分の付着を想定した条件を用い

た「JIS K 5600-6-2 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－

第２節：耐液体性（水浸せき法）」に基づき，3%塩化ナトリウム溶液に

96 時間浸漬した試験を実施し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを

確認する。 

3.8.2 試験結果

防火シートは海風による塩分の付着を想定しても，外観の割れ，膨

れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 13 表に示す。 

第 13 表  耐塩水試験結果

試験結果

防火シート 結束ベルト

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ―

劣化処理後 無 無

判定結果 良 良
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4. 加振試験 

4.1 目的 

想定する外力では,結束ベルトが外れないこと,ケーブルが露出しないこ

とを確認する。また，垂直トレイについてはファイアストッパが外れない

ことを確認する。 

4.2 供試体 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco） 

4.3 試験方法及び判定基準 

加振により試験体へ外力を与える。試験の概要を第 14 表に示す。 

第 14 表  加振試験の概要 

試験体の例 

（垂直トレイ） 

試験内容 

・JIS C60068-2-6 及び JIS C60068-3-6， JEAG4601 に準

拠した加振試験を行う。なお，実機を模擬して保守的

な加速度にて試験を行う。 

試験条件 

・ケーブルサイズ：低圧電力ケーブル 

（設計最大量状態） 

・トレイ設置方向：水平トレイ，垂直トレイ 

・加振加速度：設計用床応答曲線を考慮した保守的な加

速度にて加振

判定基準 

・結束ベルトが外れないこと。 

・ファイアストッパが外れないこと（垂直トレイ）。 

・ケーブルが外部に露出しないこと。 

ファイア

ストッパ

シート

ケーブル

ファイアストッパ
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4.4 試験結果

試験結果を第 15 表にまとめる。また，試験の詳細を第 16 表に示す。

第 15 表  加振試験結果

トレイ設置方向

試験結果

結束ベルトの

外れ 

ファイアス

トッパの外れ

ケーブル

の露出

水平トレイ 無 ― 無

垂直トレイ 無 無 無

判定結果 良 良 良
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第 16 表  加振試験結果の詳細（1/2）

供試体：複合体（低圧電力ケーブル設計最大量，水平トレイ）

No 
複合体の状態 判定

結果試験前 試験後

1 良

結束ベルト，防火シートの状態

試験前 試験後

結束ベルトの外れ 無

ケーブルの露出 無

ファイアストッパの脱落
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第 16 表  加振試験結果の詳細（2/2）

供試体：複合体（低圧電力ケーブル設計最大量，垂直トレイ）

No 
複合体の状態 判定

結果試験前 試験後

2 良

結束ベルト，防火シートの状態

試験前 試験後

結束ベルトの外れ 無

ケーブルの露出 無

ファイアストッパの脱落 無
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補足説明資料 5－30 

難燃ケーブルへの引き替え対象について 
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 の 1 項に示す火災防護上重要な

機器等に使用している非難燃ケーブルについては，原則，難燃ケーブルに取

替えることを示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

難燃ケーブルに取替える対象を次頁以降に示す。
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